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市民発電所リスタート！自家消費でいこう

ＮＰＯ法人市民電力連絡会 副理事長 山﨑求博
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０歳 江東区大島３丁目でメリヤス屋の長男として生まれる

１０歳 家業の都合で江戸川区に転居

１８歳 東海大学文学部史学科東洋史専攻に入学。中国史を学ぶ

２２歳 大学４年に同窓の紹介で自然保護研究会に参加

自然保護サークル全国交流会で有機農業や自然農法に触れる

２３歳 東京都庁に入職。日の出町ごみ処分場建設反対運動等に参加

２７歳 同窓の紹介で、江戸川・生活者ネットワークと出会う

２８歳 「足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ」を結成

３０歳 市民立・江戸川第一発電所（５．４ｋW）を建設

「市民共同発電所全国フォーラム」に参加

「自然エネルギー推進市民フォーラム（REPP）」に参加

「太陽光発電全国ネットワーク（PV-Net）」に参加

４４歳 市民発電所「えど・そら」１号機、２号機を建設

４５歳 「市民電力連絡会」結成に参加

４６歳 オフグリッドハウス「松江の家」の運用を開始

４７歳 市民発電所「えど・そら」３号機を建設

５１歳 令和２年度気候変動アクション環境大臣表彰を受賞

自己紹介
市民電力に足を踏み入れて、２０有余年が
経ちました…。
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⚫ 生い立ち

©市民電力連絡会
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本日のお話

⚫台帳調査から見えること

⚫なぜ自家消費なのか

⚫建設に向けた５つのステップ

⚫国も後押しする自家消費

⚫リスタートへ向けて
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台帳調査から
見えること

これまで７回の市民発電所調査
を行ってきました
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⚫２０１２年に全量固定価格買取制度がスタート！
市民発電所は運動から事業に

⚫全国で１，０００基を超えるまでに

⚫太陽光発電の買取価格急落で発電所の新規建設
意欲がしぼんでいく…

⚫出力規模にかかわらず買取価格が一定なために
土地取得に金融機関の資金が流入

⚫小水力発電は当初から規模別に買取価格を設定
→団体が制度設計段階から与党ヒアに参画

⚫こうした課題が連絡会結成につながる

市民発電事業この１０年

出展：2017年8月2日付 『毎日新聞』 （気候ネットワーク調査）

©市民電力連絡会
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グラフから見えたこと
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メガソーラーのスケールメリットでFIT買取価格が急激に下がる一方で
比較的小規模な市民発電所は施工費の価格低下が鈍化

FIT買取価格の急激な低下に対応するため、市民発電所の発電出力は
大型化。２年で２０ｋW未満から６０ｋW前後に

©市民電力連絡会
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出力大型化に対応するため

発電出力の大型化に伴い、パワコン出力に比してモジュール出力が大型
化（いわゆる過積載）。できるだけ発電量を増やすことで収益を増やし、
事業性を高めようと努めてきた

施工費の調達方法も変化。疑似私募債（借入）や市民出資といった市民
からの調達からではなく、金融機関からの融資が主を占めるようになっ
てきた

©市民電力連絡会
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売電単価の推移

①

②

③

④

④

③

②

① 家庭向け卒FITは買取期間終了で
１０円以下に。でも、直接だと…

FIT買取価格によって３０円超えに
直接よりも高額に

FIT買取価格の低下で２０円台前
半になり、直接に近づいてくる

ついに直接売電がFIT買取価格を
逆転！

©市民電力連絡会
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なぜ
自家消費なのか

これまで７回の市民発電所調査
を行ってきました
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⚫ 「エネシフみやぎ」を母体に事業体を設立

⚫地域協同発電所１号、２号を生協施設に建設

・第１号ソーラー（４９．５ｋW/８１ｋW）
私募債９８０万円＋県補助金４２０万円＝１，４００万円
１０年稼働とすればｋWh当たり１６円
・第２号ソーラー（３３ｋW/３９ｋW）
私募債２５０万円＋県補助金１６５万円＋借入/自己資金３５０万円
＝７６５万円
１０年稼働とすればｋWh当たり１９円

⚫あいコープみやぎは「エネシフみやぎ」にも参加

⚫信頼関係をベースとした長期契約を前提に、しっかりし
た事業計画を立てる必要がある（浦井さん）
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みやぎ地域エネルギー合同会社

©市民電力連絡会
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⚫任意団体を母体に発電事業に向け法人を設立

⚫公共施設での建設場所探しが難航（FIT制度の買取期
間＝長期契約、電力購入が入札対象）

⚫市議会議員の紹介でNPO法人を紹介される

・市民発電プロジェクト「ひの木」（１０．５９ｋW/１１ｋW）
無分配出資＋寄付金＝３５０万円
売電単価：NPO法人２７円/ｋWh、東電パワグリ１３円/ｋWh
年間発電量＝１５，０００ｋWh
７，５００×２７＝２０２，５００円、７，５００×１３＝９７，５００円
→年間３００，０００円

⚫稼働してみると、NPO法人への売電が７割を占める

13

（一社）あびこ自然エネルギー

©市民電力連絡会
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建設に向けた
５つのステップ

14



TREY
researc

h

事業体の設立 建設場所の選定 事業計画の立案 建設資金の調達 売電契約
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５つのステップ

発電事業を運営するため
には事業体の設立が必要
です。既に法人格を持っ
ていれば、それを活用し
ても良いですが、会計を
分けるためにも発電事業
用の法人を設立した方が
良いでしょう。

発電所の建設場所選びで
は、長期運用を前提とし
た所有者との信頼関係が
欠かせません。もし、相手
が企業であれば「BCP
（事業継続計画）」の要素
として重要である点も強
調しましょう。

自家消費の場合、場所の
所有者が年間にどれくら
い電力を消費するか、ど
れだけの発電出力＝発電
量を確保できるかを見な
がら、何年で建設費等を
まかなえるか、しっかりと
計画を立てましょう。

事業計画の立案に合わせ
て建設資金の調達先を検
討します。少額の寄付や
疑似私募債や私募債だけ
では難しいので、建設場
所に適切な補助金・助成
金を探すことも必要で
しょう。

自家消費の場合、建設場
所の所有者と直接契約を
結びます。もし、余剰電力
が系統に流れる場合は一
般送配電事業者への接続
手続き申し込みも必要で
す。契約書の作成は弁護
士等に相談しましょう。

©市民電力連絡会
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資金調達種別 金額 リスク 難易度 留意点

寄 付 少額 少 低 ＣＦなら返礼品次第で高額設定も可能（業者に手数料１０％程度必要）

出 資

高額

中 高 金融商品取扱事業者でないと募集できない

増 資 中 高 株式会社でないと増資を募れない

借 入 大 低 「疑似私募債」「建設協力金」の名で知られるが、実際は個人からの借り入れ

信 託 中 高 信託契約に基づき財産を信託する形

買 取 中 高 いわゆるオーナー制度。販売預託法改正で運用が厳密になった

補助金・助成金 少 高 行政機関が決めた要件・指導に従わないといけない

16

資金調達について

⚫返済の必要が無い調達方法は有力な選択肢→寄付、補助金・助成金

⚫事業者として、事故などで生じるリスクの分散も考える必要がある

⚫近年じわじわ来ている「無分配出資」
・金融商品取引法第２条２項５号ロにより、利益を分配しない旨をあらかじめ約した場合は金融商品にみなされない
・契約書の中でリスクを出資者に負わせることもできる

©市民電力連絡会
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国も後押しする
自家消費

国では様々な補助金を設けています
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https://pps-net.org/

©市民電力連絡会
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リスタート
に向けて

市民発電所運動が始まってもうすぐ３０年
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私たちは何のために
市民発電所を作るのか？

©市民電力連絡会
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原発建設計画に対する反対運動や
オルタナティブを社会に提示するた
めに作られた「市民共同発電所」。事
業性よりも環境問題や政策・制度への
アンチテーゼの提示といった社会性
を重視、一定の盛り上がりを見せる。

２０００年に入り、市民共同発電所
運動の中から市民風車や地域に複数
の発電所を建設するなど、市民・地域
事業の萌芽があり、２０１２年のFIT制
度で事業性を獲得した「市民発電所」
は、その数を大きく伸ばしていく。

FIT買取価格の低下で建設の動き
は急激に鈍化。一方で、気候変動対策
に向けた地域の脱炭素化や防災、地
域経済の活性化といった面から地域
主導による発電所の建設や地域新電
力の立ち上げが進んでいる。
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市民運動のツールとして 発電所が市民事業に 地域課題の解決ツール

変わる市民発電所の役割

©市民電力連絡会
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地域の課題解決×市民電力の課題

⚫自治体との関係づくり
• 自治体に絵を描ける人材、リーダーシップをとる首長が
いるか

• 国の補助金活用には地域協議会設立が要件
→様々な主体の参加が不可欠

（例）たんたんエナジー
市長のリーダーシップで産業・災害対策として再エネ導入を推進。意思決定
を積み重ね、設立までに６年かかる。協定結び自治体PPAにつなげた

⚫活動展開に向けて
• 地域づくりに市民電力をどう位置付けるか？

• 市民発電所づくりそのものをどう進めるか

• まず地域の課題をふまえる。協働するアクターを探して
いく、連携する

２０１２年 再生可能エネルギー活用調査会を設置

２０１５年 「再生可能エネルギー活用プラン」を取りまとめ
・市民協働型発電事業や地域貢献型発電システム
の推進を方針化

２０１７年 再生可能エネルギー事業化検討会議」を設置

２０１８年 「における再生可能エネルギー事業の推進に関す
る提言書」をとりまとめ
・域内主体の連携による中間支援組織や地域新電
力会社の設立検討を表明

２０１９年 地域新電力「たんたんエナジー」設立
・福知山市は出資せず協定を締結して事業を進め
みんな電力と連携して、市内の公共施設に再生可
能エネルギー１００％電気供給開始

２０２１年 公共施設におけるオンサイトＰＰＡ発電が稼働
・建設費の一部を市民が出資できるしくみを導入
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福知山市における地域新電力設立の経過

自治体との連携だけが地域課題の解決ではない！

©市民電力連絡会
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⚫豊島区西池袋のビル群に囲まれた谷間の街

⚫江戸時代から続く深野家がエリア再開発

⚫テーマごとに再開発を進める
①CHANOMA（茶の間）
和の文化を通じて、地域の人々とつながれる場づくり
②SYOKUTAKU（食卓）
和食と日本各地の地酒が愉しめる「わく別誂 寄り路処ふう」
③ATEEIC（屋根裏）
コワーキングスペースとシェアキッチン
④TERRACE（テラス）
屋外運動スペースとして定期的にパルクール教室を開催

⚫食料やエネルギーをもっと近いものにした方がよさそ
うという危機感から市民発電所に興味を持った

27

ニシイケバレイ

©市民電力連絡会
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⚫国府津のイベントスペースで、リジェネラティブな未来
を創るイベントを定期的に開催

⚫リジェネラティブ＝環境をより良い状態に再生する

⚫ワークショップや軽食、ミニライブなど
①CYCLEARPLUS
自転車修理・中古自転車・中古パーツ販売
②cyclearplus_hayama
ミシンlab（服の修理・リメイク）
③たけやほんのり
竹の生活道具作り
④7325Coffee
気候危機解決の為にやれることどんどんやりたいコーヒー屋さん

⚫主催者が地域のシェアスペースづくりで太陽光発電を
取り入れたいと要望
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530 CIRCUS（ゴミゼロ サーカス）

©市民電力連絡会
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コミュニティの
課題解決から

地域の課題解決と大上段から振りかざしても
個々の市民電力は大変。小さなコミュニティ
の課題解決から始めたらどうだろうか？

29

※写真はイメージです



TREY
researc

h

本日のまとめ

⚫市民電力は大規模発電所に有利な制度と大手
電力会社に有利な市場に振り回されてきた

⚫ 自家消費型はエネルギー価格の高騰もあり、事
業性を高めており、地域の脱炭素化に寄与する

⚫自家消費型発電所の建設には、長期契約を前提
とした信頼関係の構築が不可欠

⚫ まずは身近なコミュニティで課題解決を図る人た
ちとつながり、広がること

⚫ 信頼関係＋課題解決＋脱炭素化から、市民発電
所の新たな動きが生まれるのではないか

©市民電力連絡会 30
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市民電力交流会
ぜひご参加を！

31©市民電力連絡会
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さあ！動き出そう
お問い合わせはこちら

山﨑 求博（やまざき・もとひろ）

yamachan@jca.apc.org

https://peoplespowernetwork.jimdofree.com
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